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1 ．まえがき
ドイツは日本では「環境先進国」と見なされて，その政
策は日本のモデルになると考える人が多いようです．しか
し，そのドイツの現実をよく見ると，最適解を求めて常に
試行錯誤を繰り返している様子こそ参考になります．たと
えば，本稿の主題である再生可能エネルギー大量導入によ
る問題点が意識され，改善策が検討されています．そのよ
うなドイツの具体的内容に入る前に，まず私が理解してい
る世界の環境問題への認識を述べます．
地球環境，特に温暖化の深刻さが一般に認識されるよ
うになったのは20世紀末になってからです．具体的には
（色々な萌芽的動きを経て）国連の「気候変動枠組条約」
の締約国会議（COP）が1995年から毎年 1 回行われるよ
うになって1997年の京都会議COP3に繋がり［1］，また地
球温暖化についての科学的な研究結果の収録・整理のた
めの専門家会議 IPCCの評価報告書が随時出されて，世界
中の多くの人々が強い関心をもって迎えるようになりまし
た．IPCCの報告書でだんだん確信を強くして述べられて
きたのは，「人為的な行動が地球温暖化の元凶である」と
いうことです．具体的には「世界の人類を動かしているエ
ネルギー源の約80％が化石燃料燃焼によるものであるこ
とによって，その際発生する炭酸ガスが大気中に放出され
て大気中に滞留するのが地球温暖化の主原因である」こと
です［2］．
それ以来，この「炭酸ガス」を放出しないエネルギー源
を求めていろいろな議論や試行が行われてきました．それ
らの中で私が最も強く影響を受けたのは，2009年に刊行
された‘Sustainable Energy – Without the Hot Air’［3］
でした．ここで私自身のことを記（しる）せば，九州大学
に初めての大学院だけの総合理工学研究科ができ，その一
専攻エネルギー変換工学に所属してエネルギーに関する諸
問題を講義しました．2004年に九大を定年退職して当時
の学長・飯吉先生の招きで中部大学に赴任し，担当講義科
目の一つとして新入生対象の「地球環境論」を担当しまし

た．そこで初めて「環境問題」を真正面から取り扱ったの
ですが，地球環境は地球を挟んでエネルギー問題と表裏一
体で分離不可能なものであることを強く認識しました．
その経験を深めている中で上記書籍［3］が刊行された旨
の書評がイギリス物理学会誌に「地球環境とエネルギー問
題について稀にみる良書」として紹介されていましたので，
すぐ入手して読みました．この本の著者デービッド・マッ
ケイ（David MacKay）氏はケンブリッジ大学の物理学者
で，同書は論旨が極めてクリアでした．そこでは，地球全
体のエネルギーの動きを論ずると膨大な数字になって直感
に訴えないのに対して，マッケイ氏は「1人あたりおよび
1日あたりのエネルギー［kWh/人 /日］で表すとわかりや
すい」として，この本を通じて具体例を挙げて詳細に示し
ました．幸いこの本を出版直後に入手しましたので，すぐ
に邦訳して出版しました［4］（『持続可能なエネルギー―「数
値」で見るその可能性』産業図書2010年11月刊）．この訳
本は本文392ページの大冊になって価格も4600円（税抜き）
になりましたが，幸い多くの方々に求めていただいてきた
のは環境問題への一般の関心の深さの表れでしょう．
その直後2011年 3 月11日の東日本大震災が起こり，原
子炉がメルトダウンする大災害に至りました．その結果，
日本の将来のエネルギーのあり方について多方面で侃侃諤
諤の議論がなされました．そこで私は日本のデータを用い
て，マッケイ氏がイギリスのデータを用いて上述の本で論
じたのと同じ趣旨の検討を行い，『これからのエネルギー』
［5］という小冊子を出しました．マッケイ氏はそのころに
は英国政府エネルギーおよび気候変動省・首席科学顧問に
なって活躍されており，この拙著の巻頭に「刊行に寄せて
―数値で検討する重要性」をもらって交流を深めていまし
た．しかし，2016年 4 月に48歳という若さで癌のために
逝去されたのは地球環境の追究にとっても極めて残念なこ
とでした．
このマッケイ氏の著書出版とほぼ同時期の2012年に，
ドイツのフリッツ・ワグナー（Fritz Wagner）氏が同国
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以下には論文［11］に示された具体例を中心にしながら，
上記約言の中身の説明を行います．なお，本稿に載せた図
の多くはワグナー氏の許可を得てこの論文［11］の投稿に使
われた図を載せて，必要ならドイツ語の訳文をキャプショ
ンに記しました．
2．1　最終エネルギー消費量と総電力消費量
先ず，ドイツのエネルギー消費と電力消費の大要を
見ておきます．図 1はドイツの最終エネルギー消費量
（Endenergie）と総電力消費量（Bruttostromverbrauch）
の経年変化で，2024年までは実測値，それ以降について
は政治的な論争の結果として法規で決まった値で，このう
ち総電力消費量は異なる電力網設置計画に対応する範囲を
ハッチング領域で示します［16］．2019年以降の電力消費
量は低下しているので，現時点（2025年）までは青点線
で示し，2030年には後述の予定値750 TWhに直線的に繋
がるとしています．
図 1のように，2045年の最終エネルギー消費は多くが
電力を通じて行われる（≒100%の場合で，総電力消費量
は1351 TWh）か，または約70%（≒1000/1425）がそうで
あるとしています（この70%～100%の差の原因は電化率
と水素利用の程度などをどう決めるかによっています）．
以降の検討は，2025年から2045年が対象になります．
2．2　�ドイツの電力源と使用量の時間変化パターンについ

て実測結果（2023年）と予測（2045年）
ドイツでの日々の電力負荷の時間変化パターンにおい
て，負荷電力に対して再生可能エネルギーの不足時にバッ
クアップ電力を準備しなければなりません．その検討の一
例として，図 2に2023年の実測結果（上段）と2045年の
予測（下段）の一週間分；それぞれ冬季a）と c），夏季b）
とd）を示します．下段の2045年分は2023年の15分毎のデー
タを基にして，再生可能エネルギーの拡大目標に合わせ
て求めています（2045年の予測は図 1の総電力消費量が
1179 TWhという斜線部の中間的シナリオの場合）．2045
年の日々の電力源と消費パターンがほぼ20年前と似てい
るとは思えませんが，あくまでも検討資料としての値で
す．黒の曲線は負荷電力を示しており，また見やすくする
ためにバイオマスと水力を合わせて一定値7.2 GW（緑で
示す）の上に陸上風力（濃い青），洋上風力（薄い青），太

の配電会社から公表されている送配電データを用いて，最
初の公表論文で再生可能エネルギーのうちで風力と太陽光
発電量の同時導入時の最適混合比を求めています［6］．こ
の最適混合比は時間的に不規則に変化する再生可能エネル
ギーによる出力が電力負荷に足りないときには他のエネル
ギー源から供給するためのバックアップ電力は小さいほう
がいいので，それを最小にする条件により決まるとして，
何年か分のデータを解析して太陽光発電：風力≒75％：
25％が最適混合比になることを示しています．このワグ
ナー博士はトカマク放電でのHモードの発見［7］に至る極
めて緻密な検討でよく知られていますが，それと同様の作
業がなされたのは，地球温暖化理解の進展のために幸いで
した．その後ワグナー氏は同様な解析をスウェーデンはじ
めヨーロッパ各国への適用［8］や，私との共同研究で日本
のエネルギー諸問題を論じてきました［9，10］．最近ではド
イツの日々のデータを用いて，再生可能エネルギーの大量
導入の問題点を論じています［11］．それが本解説の主題で
すから，次の第 2節で背景と問題点を詳しく述べます．第
3節はその内容を受けて，日本の問題への教訓を述べます．
なお，温室効果ガス削減について世界の国々を挙げての
取り組み「パリ協定」が2016年11月 4 日に発効し［12］，
今後各国はそれぞれが決める目標の達成義務を負うことに
なりました．しかし，周知のようにトランプ大統領はその
協定から脱退すると宣言しました［13］．将来世代への環境
負荷を減らす人類を挙げての努力に是非協力してほしいと
ころですが，それはアメリカの次世代に期待するよりほか
にないようです．

2 ．エネルギー問題についてのドイツの現状と今後
ドイツのメルケル前政権は，上記2011年 3 月11日の東
日本大震災での深刻な原子炉事故を受けて「2021年まで
に原子力発電を全廃する」と決めました（その実行時期
はその後の政権が2023年に延長）［14］．そして，その原
子力発電と従来からの化石燃料燃焼発電とに替わるエネ
ルギー源として再生可能エネルギーに期待する‘Energie-
Wende’と題するエネルギー大転換に踏み切り，その構想
を2050年に完成するとして大規模な予算措置を行ってき
ました［15］．それは前項で述べた拙著［5］での日本への主
張と近かったので，その進展に注目してきました．その中
間報告的な論文が本年秋にワグナー博士により著された論
考［11］です．その概要は次のように約言できます．
「再生可能エネルギーのうちで風力発電と太陽光発電は
地表面での密度は薄いながら，それに大きな面積を割けば
量的には現代の産業化社会のエネルギー需要に応えられる
可能性がある（それは英国について，上記マッケイの論考
でも示された）．しかし，この両者とも出力が天候によっ
て時々刻々変化するので，その瞬時値がエネルギー需要の
瞬時値に比して大き過ぎまたは小さ過ぎることによって新
たな問題が起こっている．また，ドイツの再生可能エネ
ルギーの全電力消費量に占める年間割合が2040年には約
60％になる大量導入になって，あらかじめ予想しない問
題も起こっている」

図 1　最終エネルギー消費量（上部の黒線）と総電力消費量（下
部の赤線）の値（本文参照）［11］．
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からむものです．
図 3はその一例として2024年11月 2 日から 8 日の間の
週について観測された，風力発電がかなりの時間の間小さ
い場合について示しています［17］．11月 6 － 7 日の夜に
は風力発電出力は70MWに落ちており，これは現在の負
荷電力の0.1%であって，このことは風力＋太陽光発電で
ベース負荷を負担するという考えが成立しないことを示し
ています［18］．ちなみにこの週のエネルギー収支は，負
荷電力量9.2 TWh，風力＋太陽光発電の電力量1.3 TWh，
化石燃料燃焼発電の電力量5 TWh，および輸入電力量
1.5 TWhでした．残り（1.4 TWh）は水力発電，バイオマ
スおよび廃棄物発電によっていました．したがって，化石
燃料燃焼発電は現状では不可欠なのです．
図 3b）はドイツの隣国での暗い凪を示しています．ここ
では，風力と太陽光による発電を加え合わせて示していま
す．したがって，この図からドイツでの暗い凪の発生時の
再生可能エネルギーの不足分を近隣国のそれによって補う
ことはできないことが分かりますが，それは風力と太陽光
による発電は大規模な気象条件で決まることから驚くべき
ことではありません（文献［17］の解析参照）．
図 3a）に示すドイツのこの週の最大負荷は70 GWを
ちょっと下回るぐらいでしたが，その40%は化石燃料燃
焼火力発電により，17 GWは輸入によっていました．後
者の電力輸入は補助用石炭火力発電所を使わずに済むこと
ではいいのですが，ドイツの経済性を損なう問題がありま
す．とにかく，ドイツの炭酸ガス排出量はこの週に500 g/
kWhぐらいに上昇していますが，ドイツへの主要な電力
輸出国のフランスとスイスのそれはドイツのほぼ10%と
小さいものでした．今後同様な天候条件になった場合には

陽光発電（オレンジ色）で示しています．
図 2から負荷電力の時間プロファイルは規則的であって
土日には減り，冬季には夏季より高く，冬季の夕方に第二
の消費ピークがあるような典型的な日々のパターンが読み
取れます．また，風力と太陽光発電には次の 2つの大きな
問題点があります：（1）密度が小さいために，ドイツでは
風車は森のような環境問題上貴重な空間にも設置している
こと；（2）出力が間欠的であること―風力は変動幅が大き
く，太陽光発電は大まかに決まった変動パターンに従うの
に加えて，日々の天候によるもっと短時間の変動が加わる
こと．この（2）ような不安定な出力によって大容量の送配
電設備が必要になり，その結果として建設費が高い電力網
の充実が必要になり，2025年以降にはそのための支出は
2倍の年間370億ユーロへ増やさないといけないようです．
図 2から太陽光発電による余剰電力が夏季に大きいこと
が分かりますし，冬季には風力による電力発生が大きいに
も関わらず太陽放射光が弱いためにほとんど余剰電力が生
じていません．負荷曲線の下の白い面積部分は電力供給不
足分を表しており，何らかの方法で補うためのバックアッ
プ電力を準備しなければなりません．
再生可能エネルギーによる電力供給の理想化したモデル
では，夏季の太陽光発電による余剰電力を水素製造に用
い，それを貯蔵して必要な時に二次電力へ変換するとして
います．しかしながら，2045年に計画されている風力と
太陽光発電の最大限活用においても，まだかなり大きな電
力供給不足があります．さらに加えて，不足電力を供給す
るためのバックアップ電力には後に述べるような新技術が
必要です．
2．3　暗い凪（Dunkelflaute; 英語ではDark doldrums）
日本では太陽光発電に比して風力発電による電力がまだ
余り大きくないために問題になることはありませんが，ド
イツでは風力電力が大きな割合を占めています．そのため
に，バックアップ電力の必要な機能に関心が持たれてきま
した．すなわち，「暗い凪」と呼ばれる，天候に関連して
風力と太陽光発電の出力がなくなる現象はドイツで2024
年 /2025年の冬期にしばしば発生したのに関連した現象に

図 2　ドイツの2023年（a，b）と2045年（c，d）の冬（左列）と夏（右
列）の 1日ずつの，それぞれ15分毎の実測（上段）および
予測（下段）の電力［11］．

	 ［縦軸は電力（Leistung），横軸は左から順に月火水木金土
日（Mo Die ...）］．

図 3　この図には11月 6 日あたりではっきりした暗い凪を示して
います［縦軸は電力（Leistung）］［11］．

	 図 a）では，下から順に次の値が示されています：風力＋
太陽光による電力（青），化石燃料による発電電力（茶色），
輸入電力（青緑）；また黒線は負荷曲線を示しています．
一方で図b）では次の値が示されています：ドイツの隣国（イ
ンセット中の左上からオーストリア，ベルギー，チェコ，
デンマーク；左下からフランス，スイス，ポルトガル，オ
ランダ；ただし，隣国でもルクセンブルグは除く）の風力
と太陽光発電の電力．
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が得られます．2023年12月 4 日には，再生可能エネルギー
は負荷の40%を負担していました．もし暗い凪が起これば
電力供給不足になります―その不足分は，シナリオによっ
て22 GW（「第四次メルケル政府」によるシナリオ）から
34 GW（前述の「復活祭パッケージ」シナリオ）になります．
それに加えて，もし石炭火力発電が2030年までに完全に
閉鎖されれば，確実な電力容量はさらに17 GWだけ減り
ます．しかしながら，実際の電力供給事情はもっと厳しい
状況にあります：すなわち，バックアップ電力の最大容量
は設置容量以下になります（図 4の紫色参照）が，その理
由の一部はすべてのプラントがいつも最大容量で運転でき
るわけではないからです（典型的な不良率は10%です）．
2030年でのシナリオ次第によっては44 GWにものぼる
不足分は輸入によってはカバーできません．更に文献［21］
によれば，不足分は57 GWにも達するとしています．エ
ネルギー転換モニターに関する専門委員会は，2025年 3
月の報告で次のように警告しています［22］：“上述の制御
できる電源容量の減少は，確実な供給にとって大きな課題
になるでしょう”．
2．4．2　2045年の貯蔵作業について
図 2d）の右列から，2045年の夏季の典型的な日夜の電
力生成と消費および余剰電力生成のプロファイルが読み
取れます．ここでは太陽光発電の余剰電力を日中に貯め
て，それを夜間の電力網に供給する短期貯蔵の理想的な
場合を考えています．ここでワグナー氏は基準として，2
種の貯蔵を考えています：（1）短期貯蔵―たとえば，効率
η＝85%と仮定したバッテリー貯蔵；（2）長期貯蔵―余剰
電力を水素に変換（η＝70%）し，続いて必要な時に電力
に変換（η＝50%）．
ワグナー氏は貯蔵の解析について，仮定した再生可能エ
ネルギー生成と負荷プロファイルについてのモデル計算を
行っています．しかし今後20年間で大きく変化すると考
えられる電力供給や利用事情には不確定因子が大きいの
で，ここではこれ以上は触れないことにします．
2．5　電力の販売価格
電力の販売価格には一般の関心が高く，ネット情報など
には「ドイツの電力価格は他のヨーロッパ諸国の約 2倍，
それが同国の産業競争力を弱めている」などと喧伝され
ています［23］．その実情を見てみましょう．電力価格高
騰の原因の一部にはコロナ禍やウクライナ戦争のような外
部危機によっています．たとえば，2022年にはドイツで
の最大販売価格は800ユーロ /MWh以上にもなりました．
2024年には平均値が78.5ユーロ /MWhでしたが，これで
も2019年の上記危機以前のレベル38ユーロ /MWhよりも
かなり高いです．これら外部要因に加えて天候がますます
重要性を増していますが，これが本稿で関心を払うところ
です．
以前は，たとえば夜間には価格が安くなるような設定に
よる「電力需要」が価格を決めていたのですが，今は「電
力供給量」が価格を決めるようになっています．すなわち，
再生可能エネルギーが拡大したことで価格変動が大きくな
り，電力供給と消費の間，ないし揚水電力貯蔵の販売価格

バックアップ電力は最大負荷から水力とバイオマス発電を
引いたもの，および9.5 GWの化石燃料燃焼発電分も引い
たものが必要になります．2030年に向けての総電力発生
量の目標（第四次メルケル政府の655 TWhや「復活祭パッ
ケージ」と呼ばれる計画［19］の750 TWh）に対しては最
大負荷87-99 GWになりますが，電力輸入をしない場合に
は別の89 GWだけの確実な電源が必要です．
2．4　ドイツの短期的および長期的な電力容量予測
今後の電力容量を予測するとき，電力の必要量を短時間
に供給できる「確実な電力容量」と，再生可能エネルギー
による短時間に大きく変動する「変動性電力容量」を分け
て考える必要があります．前者は化石燃料燃焼発電や原子
力発電など，従来から用いられてきた大部分の電源がそれ
に当たります．他方後者には負荷電力に足りない場合には
不足分を補うためのバックアップ電力が不可欠です．
水素およびGWh級のバッテリーの貯蔵は，2030年まで
には必要量が確保できるとは考えられません．他方2045
年については，貯蔵の役割が重要になると考えられます．
2．4．1　2030年の確実な電力容量
図 4は過去の電力負荷の最大値（ピンク線）と2030年
までの予測値（点線）を示しています．確実な電力容量の
うち褐炭と石炭はドイツ国内法により2030年までにそれ
ぞれ 8および9 GWに減らすように決められています．天
然ガス燃焼発電所の拡大には，そのための法的な規制が
ないので実現に疑問があります（国会での査問［20］では
2030年までに天然ガス燃焼発電所の目標を36.62 GWとし
ていますが，これはほぼ現状レベルです）．もし計画され
ている天然ガス燃焼発電所が2030年までにどれも運転に
入っていなければ，確実な電力約65 GWの供給が不足し
ます．
近年，ドイツの最大負荷は81.6 GW（2021年12月30日）
から73.8 GW（2023年12月 4 日）の間にあります．それ
は太陽光発電の寄与がほとんどない冬季の夕刻に起こりま
す．これを2030年に外挿して109 GWという図 4の目標値

図 4　棒線グラフは2025年までの確実な電力容量［下から原子力
発電（2023年に閉鎖），化石燃料（下から順に褐炭，石炭，
石油，天然ガス）燃焼発電，バイオマスプラス水力］を示
し，その後の2030年までは予測を示しています［11］．ピン
ク曲線は最大負荷（Spitzenlast）を示しています．紫色曲
線はここで考えている制御可能な発電所の年間の最大容量
（maximale Leistung）を示しています．



Saloon	 Recent Developments in the German Energy Sector	�  K. Muraoka

157

て輸入されていますが，それは夏季で太陽光発電の供給が
あるのにも関わらず起こります．この傾向は日ごとだけで
なく年間を通じて行った平均としても価格のピークが朝と
夕刻に起こっており，ほぼ一定の輸入量（ただし日中を除
く），および決まったように揚水発電の作動が起こってい
ます．
図 6は電力料金の日々の 4つの領域について一年にわた
る結果を示しています．Ⅲ領域（図 6では赤線で示した「日
中」）は日々の太陽光発電料金の最大値の10%に達した「朝」
に始まり，「夕刻」になってこのレベル以下になった時に
終わるとしています―したがって，その長さは季節的に変
わる一日の長さを示すことになります．領域Ⅲについては
データ点を繋いだ曲線と同時に，各時刻における価格も示
していますが，それらは大きく変動しており負の値をとる
こともありますが，特に夏季ではそうなっています．一年
の終わりの12月末には，日中と夕方の価格は一致してい
ますが，夏季にはそれらの差は80ユーロ /MWhにも達し
ています．
2．6　ドイツの再生可能エネルギーについての検討とまとめ
風力と太陽光発電出力が時間的に変動するため，2種の
異なる電力供給技術が必要になります．すなわち，発生電
力に過不足が生じがちな安価な再生可能エネルギー源と，
需要に対応できる高価な電力源です．また，需要に対応す
るために輸入する電力と，余剰電力が発生したときに輸出
する電力の間には大きな価格差があります．
ドイツの前政府は図 2に示すように2030年までに総電
力発生量750 TWhを目標にしていました．年間電力発生
量は最近になってかなり減少しています（図 1の青線）が，
それにしても僅か 6年以内に再生可能エネルギーによる年
間電力量600 TWhを発生しなければなりません．そのた
めに必要な拡大率は，既存の太陽光発電について大略 2倍
に，洋上風力発電は 7倍以上を目指す必要があり，これは
特に陸上および洋上風力について最近達成されたことがな
いものです．したがって，2030年の目標は達成できない
ように思われ，そのことは分野間の繋がりの目標にも影響

への影響がますます大きくなってきています．たとえば，
2024年には貯蔵電力価格は43ユーロ /MWhでしたが，そ
の放出電力は114ユーロ /MWhにもなりました．電力売買
もこの流れを反映していて，2024年には41 TWhの電力量
は平均価格が102ユーロ /MWhで輸入され，他方12 TWh
が32ユーロ /MWhで輸出されました．比較のために示せ
ば，2017年には平均輸入価格は38ユーロ /MWh，輸出価
格は34ユーロ /MWhでした．ところが2024年には，電力
発生量の約5%を電力網に乗せて輸出するのに負の代金を
払わせられました．この傾向は2025年にも続いており，
電力価格が 0以下（すなわち，電力を輸出するのに支払い
が必要！）の時間は2024年に比べて60%も上昇しました．
以下に具体例を数値によって示します．
図 5は2024年 7 月15日の電気料金の変化を，その料金
に影響を及ぼす因子との関係で示しています．その価格変
動は太陽光発電による供給に依存するところが大きいので
す．すなわち，夏季の太陽光発電出力が増えると価格は下
がります．日中には値段が負になりますが，その時点では
太陽光発電は望ましからざる，損失を生むものになってい
るのです．夕方にはまた価格が上がり始めて午後 8時ごろ
に第二の最大値になって，その後下がって夜間レベル価格
になります．これにより，図 5に示す次の 4つの価格帯に
分けられることがわかります：Ⅰ－価格変動が穏やかな夜
間価格帯，Ⅱ－朝の高価格帯，Ⅲ－大きな太陽光発電出力
によって生じる低価格帯，Ⅳ－夕刻の高価格帯．
この図のように，低価格帯Ⅲでは揚水発電設備に水を貯
めると同時に電力輸出もなされています．ここでは太陽光
発電の供給がなされるにも拘わらず化石燃料燃焼発電も続
けられますが，その理由の一部は多くの発電設備は技術的
な理由によって簡単にオンオフすることができないから
で，太陽光発電の供給が止まったときにその化石燃料燃焼
発電の出力をまた大きく上げる必要もあるからです．化石
燃料燃焼発電の割合は図 5のⅡとⅣの価格高騰時に特に大
きくなって，高価な負荷駆動電力として価格高騰につなが
ります．また図 5のように，電力は朝，夕刻，夜に連続し

図 5　2024年 7 月15日の電気料金（Preis，図中の青線，右縦軸）
に関与する諸因子への依存性を示しており，左縦軸は電力
（Leistung，図中の赤線）．I～ IVの 4つの価格帯が認めら
れます［11］．この図中の他の諸因子は，電力輸出入（Export
と Importはオレンジ色部），太陽光発電出力（PV，黄色部），
揚水発電（Pump-speicher）の充填時（füllen，コバルト
ブルー部）と放出時（leeren，青部）です．

図 6　前図 5で定義した 4つの価格帯Ⅰ～Ⅳ内の2024年の取引所
価格（縦軸 Börsenpreis）「日中（Tag）」の価格帯につい
て，個々のデータ（赤点）とともに多項式のフィット曲線
（第 4次多項式；赤線）も示し，他の価格帯（Abend夕刻，
Morgen朝，Nacht夜間）については見やすくするためにデー
タ点を繋いだフィット曲線だけを示しています．横軸は左
から順に 1月（J）， 2月（F）……，12月（D）［11］．



Journal of Plasma and Fusion Research    Vol.102,  No.4    April 2026

158

を各場所で電力にすることです．この場合の決め手になる
のは各輸出国の電気分解装置の数量より，輸入と輸送およ
び貯蔵のインフラ設備になるでしょう．現存するガス貯蔵
能力233 TWhの中で32 TWhだけが水素に使用できるだ
けです―2045年にもこのうちで25 TWhが利用できるだけ
でしょう［21］．したがって，貯蔵設備の大規模な拡大が必
要ですが，大部分は輸入水素に用いるものです．しかしな
がら，その水素が必要な量だけ世界中で調達できるかどう
かは分かりません．そのような供給国になる可能性がある
国はかなり大きな風力と太陽光発電設備を導入する必要が
ありますが，その拡大の程度は現状のドイツ程度の大きな
ものでしょう．そのような設備を設けるのに障害になるの
は，各国にインフラがないこと，輸出国になるための信用
度の問題，その国の天然ガス製造との競合，それに何より
その国の経済発展のための電力の必要性への対応が問題で
す．ワグナー氏の意見では，2050年のグローバルな気候
問題の視点からは他のそれぞれの国が自分の国の水素供給
拡大を図るべきで，その立場からドイツが大量に輸入でき
ないとしています．
気候状況が電力販売価格に大きく関係し，一日を通じて
の高い変動率を示します（図 5参照）．そこでは太陽光発
電の供給量が日々の電力価格の変動に大きな影響を及ぼし
ます：すなわち，電力販売価格には 4つの価格帯があり，
朝および特に夕方には高価になります―そうなると，供給
可能な電力に代わって電力需要によって販売価格が決まる
ことになります．太陽光発電の供給が安価であるため，多
くの活動を日中の特に夏季に移動させ，また可能なら電気
自動車の充電を仕事中に行うことで，状況が許す限り高価
な朝や夕刻が避けるようにすることになるでしょう．電力
販売価格が高いと投資活動が不活発になり，また価格変動
が大きいと経済予測が難しくなります．このような動きは
需要側管理（DMS）や負荷を削減するような戦略にも影
響を及ぼします．価格の不確定さが高いと，すでに動向調
査で明らかになったように多くのDMS利用可能者へのた
めらいを生じさせます．需要対応の一つの形態として，す
べての経済活動に週末を含める可能性があります．
図 8はヨーロッパ各国のエネルギー消費状況と，その際
のCO2排出量について興味深い内容を示しています［26］．
すなわちこの図から，ドイツとフランスはほぼ同じエネル

します．すなわち，そのような努力は電力網の拡大と同期
しないことには無意味なものですが，連邦検査庁は 7年間
の遅れを予想しています［24］．このような遅れは高価なボ
トルネック効果につながるでしょう．2024年には電力量
9.4 TWhがそのようにして使われなくなって電力運転者が
補償をせざるを得なくなり（太陽光発電量1.4 TWhを含み
ます），その補償費は 1年以内に倍増しました．その今後
の電力網拡大について地下配電網か架空線が良いかとかの
議論をしていたり，最大配電会社がそのドイツの投資会社
に売却しようとしていることも併せて考えると，見通しは
楽観視できないようです．
さらにまた，最近の暗い凪の解析からわかったように，
2030年における電力量の供給不足の恐れがあります．ヨー
ロッパの電力網から120－200 TWhのバックアップ電力
を得ることは期待できませんし，100-110 GWの最大需要
は残りの確実な電力容量65 GWを上回っています．他方，
国の水素製造は2030年には何らかの役割を果たしそうも
ありません．その結果，電力は2030年には不足する高価
な資源になり，そのことは通信分野，AI，大型コンピュー
ター，およびスマートシステムにおける現代技術の発展に
非常に重大な結果をもたらす恐れがあります．また，供給
の安全性を維持するために古い石炭火力発電を使い続けざ
るを得ないことから，炭酸ガスの削減目標も達成できない
でしょう．ドイツは今ではヨーロッパの人口が多い国の中
ではポーランドとチェコに次いで 3番目に 1人当たりの炭
酸ガスの放出量が多い国になっています（あとで示す図 8
参照）．2000年にはドイツは 5位だったのですが，その後
の環境問題への全力での取り組みにもかかわらず位置を悪
化させていますが，これは施策の選び方が間違えていたこ
とを示唆しています．
図 7は図の右に示されたヨーロッパ各国を中心とした
国々の全電力消費量Etot当たりの炭酸ガス排出量の1975
年以降の変化を示しています．ドイツはヨーロッパの中で
は電力を大部分低品質の石炭火力発電によっているポーラ
ンドに次いで大きな値を示しています．図 7の他のヨー
ロッパ各国の事情は次の通りです：フランスは1970年代
から原子力発電に注力し，2024年現在電力の約71％が原
子力によっています；デンマークは陸上および洋上風力を
中心とする再生可能エネルギーの比率が高いと同時に，ノ
ルウェーなど他のスカンジナビア諸国の水力を中心とする
バックアップ電力と緊密な電力網を介して組み合わせた柔
軟な運用で再生可能エネルギーの最大の問題を回避できて
います；英国は洋上風力を中心とする再生可能エネルギー
についてドイツとほぼ同等ですが，加えて原子力発電にも
注力してきました．
2045年の電力需要量ははっきりしませんが，ドイツ前
政府は風力と太陽光発電について明確で法制上の規約に縛
られた拡大目標を設定しました（もっとも，現在運転中の
設備はそのころにはもう動いてないでしょうが）．ドイツ
のもっと野心的な電力消費目標はすぐにヨーロッパの供給
能力を超えてしまいます．したがって，唯一の解決策は水
素またはそれから得られる物質を多量に輸入して，それ

図 7　2023年の全電力消費量 Etot当たりの炭酸ガス排出量［25］．
	 右側の国名は下からフランス，デンマーク，英国，ドイツ，

世界平均，中国，ポーランド，インド．
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3 ．�以上のドイツのエネルギー問題から日本への
教訓

本稿の本趣である「再生可能エネルギーの大量導入」に
ついて，私たちはレターを最近英字誌に投稿し出版されま
した［27］．それは言わば「ゼロ次元近似」とでも称するも
ので，エネルギー発生もその消費も集中した一点で行われ
るとしています．また，エネルギー貯蔵には水素を介する
のが最適としていますが，再生可能エネルギーから水素
へ，水素から他のエネルギーへも仮定した変換効率で変化
するとしたゼロ次元近似です．この簡単化の下でも，再生
可能エネルギーだけで現代社会の巨大なエネルギー消費を
支えるのはなかなか難しいというのが上記レターの結論で
した．現実にはエネルギー発生源も消費対象も国内外に広
く分布しており，それらを輸送し利用するにはさらに格段
の困難が加わります．
この困難についての再生可能エネルギー導入の先進国ド
イツの現状を述べるのが本稿の目的でした．その背景にな
る数値は，ドイツと日本は人口，国土面積，エネルギー消
費量，電力消費量などについてほぼ1.5前後の因子の国で
す．ただ，ドイツは平坦で多くが内陸にある北国に対して
日本は多くが山地であって周りが海洋で南北に長いとい
う，今後の主力エネルギー源になるべき風力と太陽光発電
の条件を異にします．
エネルギー問題についてドイツと日本での類似点とし
て，再生可能エネルギーの風力と太陽光発電に必須のバッ
クアップ電源として現状では主に化石燃料燃焼発電によっ
ています．しかし，今後十数年で脱炭素を目指す必要があ
り，それを実現するための一つの代替エネルギー源とし
ての原子力の日独事情については，本稿の最後に触れま
す．他の大きな可能性に水素利用がありますが，これにつ
いて日独とも大きな計画を示しています．まず日本政府は
2017年に世界に先駆けて「水素基本戦略」を作成してグ
レー水素（化石燃料から得る：製造過程で炭酸ガスを放出），
ブルー水素（化石燃料を使って得るが放出される炭酸ガス
は炭素捕獲貯蔵により大気中に排出しない），グリーン水
素（再生可能エネルギーを使って得る：クリーン）製造の
年次計画を立てて実施しています［27］．その内容を2023
年に改訂して，水素の製造・輸送・利用の各部面で2050
年までに国を挙げて実行するとしています［28］．しかしな
がら，最終段階でグリーン水素を得るのに必要な再生可能
エネルギー量を得るのは困難だと思われています［27］．一
方ドイツも2023年に「国家水素戦略」を策定して，2045
年には温室効果ガスのゼロ排出を目指して水素の製造・輸
送・利用の各部面で国を挙げて取り組む具体策を決めてい
ます［29］．それを実現するのに水素を他国から大量に輸入
することにしていますが，これはワグナー氏の本稿2．6項
で述べたこととは異なります．
エネルギー問題についてドイツと日本の異なる点には，
前者ではヨーロッパ全域の緊密な送配電網で結ばれている
のに対して，日本は島国で送配電網は国内だけで閉じてい
ることがあります．従って，たとえばドイツの電力需給が
逼迫すれば，原子力大国フランスとの電力の輸出入で対応

ギー消費量なのにドイツのCO2排出量が大きくてその分
布が広いこと（ドイツの風力と太陽光発電，およびバック
アップ電源の化石燃料燃焼による）や，ポーランドのエネ
ルギー消費は小さいのにCO2排出量が際立って大きいの
は大部分のエネルギー源が低品位化石燃料によるためで
す．その他，スカンジナビア諸国（ノルウェーやスウェー
デンなどは人口が多くないためエネルギー消費量が小さく
て，水力も含めた再生可能エネルギーと原子力によるCO2
排出量が小さいので，縦横軸とも原点に近いところに分布
しています．
さて，電力供給を安価な源から電力需要によって決まる
高価なものに日々スイッチすることにより，負荷の時間的
プロファイルを大きく変化させることになるでしょう．加
えて，電気自動車などの電気的輸送法や電気的加熱法の大
規模な導入により新しい最大負荷が発生する時間が現れる
でしょう．それによって，これまでの電力モデル計算の基
礎が変わることになります．したがって，本解説に引用し
た図は正確な予測を示すとは考えられません．ここで主目
的としたのは，天候によって決まる電力供給の諸因子への
依存性や限界を浮き上がらせることでした．
電気的エネルギーの安定した供給は，経済と社会にとっ
て必要不可欠であり続けると思われます．大袈裟な，ある
いはイデオロギーに影響されたような提案は有効な政治的
決断をしようとする努力を台無しにし，最終的にはドイツ
の企業活動を危うくします．今後必要なことは，現実的で
現下の問題に向けての文献［21］にあるような解析，または
エネルギー転換のモニタリングに関する専門家委員会報告
のような公式的書類に依拠するのが良いと思われます．
エネルギー転換に関して正しく評価すれば，他の急を要
する事項へも関心を向ける必要性があることが浮かび上が
ります．それらは，具体的には気候変動の農業や森林業，
食料保障，水供給，健康問題，都市開発などへの対応策，
並びにその経済性などです．

図 8　ヨーロッパ各国の 1時間毎のエネルギー消費状況（横軸：
GWh）とその際の炭酸ガス排出量（縦軸：kWh当たりの
炭酸ガス排出量）．色分けされた国々は右欄外の上から順
にベルギーBE（茶），スイスCH（赤），ドイツDE（濃い茶），
デンマークDK（緑），スペイン ES（黄），フランス FR（青），
イタリア IT（薄緑），ノルウェー NO（濃い赤），ポーラン
ド PL（灰色），ポルトガル PT（薄茶），スウェーデン SE（濃
い茶）を示しています．
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ドイツもほぼ同様な段階ですが，学会段階では核変換によ
り無害化あるいは影響の低下を目指した研究が進んでいる
ようです［31］．
いずれにしても，2050年での脱炭素を目指したパリ協
定［12］をにらんで当面を乗り切ることが目下の最大関心事
で，そのための政策立案および実行がなされています．

本稿の準備の最終段階になって，本稿とほぼ同じ目的と
趣旨で書かれた小野 透氏による解説があることに気づき
ました［33］．この小野氏の論稿はフランホーファー機構
（Fraunhofer Gesellshaft，学問の産業応用を目指したド
イツの国立研究組織で，日本の「産業技術総合研究所」に
近い）から出された報告書に載せられた図表を用いて，ド
イツ全体のエネルギー問題を論じています．それに対し
て，本稿で主として引用したワグナー氏の論調は具体的な
目前の問題の外挿で2050年に向けた脱炭素への展望を描
こうとしています．すなわち，本稿と小野氏の論稿は相補
的で，両者を比較検討することにより問題の所在がより明
確になると考えられます．
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報のベースになった文献［11］の原稿案も2025年 4 月にも
らって私がマイナーな指摘を 3点行った結果，印刷された
論文では正されました．
もう一人のトニー・ドンネさん（2023年末までヨーロッ
パ核融合研究機構の元締めのプログラムマネジャーを務め
たオランダ人）とは1983年に九州大学で私たちが創始して，
以降隔年に開催してきて2025年に第21回を開いた「レー
ザー応用プラズマ計測国際会議（Laser-Aided Plasma 
Diagnostics; LAPD）」の中心メンバーとして二人三脚で
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ついても同氏からいろいろの情報をもらってきましたが，
特に図 8は同氏から送られてきたものでした．
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であるとも言えるもので，ここに記して深くお礼申し上げ
ます．
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